
諸外国における法曹養成制度の概要

　　　　　　　　　　　　大学　法学部（４年）
　
　　　　　・ 入学に際して法学の素養は問わない
　　　　　・ ２年次終了までの中間試験
　　　　　・ 第１次国家試験の受験者の平均在学年数は約５年
　　　　　・ 法律理論教育，実務教育

　　　　　　　　　　　　第１次国家試験（州ごと）

　　　　　・ 必須科目に関する州の試験が７０％
　　　　　・ 専門科目に関する大学の試験が３０％
　　　　　・ 受験回数制限あり（２回）

　　　　　　　　　　　　司法修習（州ごと，２年）
　
　　・ 裁判所，検察庁，弁護士事務所，行政機関，その他機関での実務修習
　　・ 弁護士事務所での修習は９か月以上，それ以外は３か月以上

　　　第２次国家試験（州ごと）
　
　　　　　　　・ 受験回数制限あり

法曹資格取得（全州共通）

州単位での統一養成ドイツ
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　　　　　　　　大学（４年）
　　・ 学部レベルで法学教育は行われない

　　　　　　　　　　　　　　ロースクール（３年）

　　　・ 入学にあたりLSAT及び学部における成績（GPA）が重視される
　　　・ 法律理論教育
　　　・ 実務教育
　　　・ 法曹倫理教育

　　　　　　　　　　　　　　司法試験（州ごと）
　
　　　・ 州によっては受験回数制限が設けられている（２回～６回程度）
　　　・ ロースクールの出身者に受験資格

　　　　　法曹資格取得（当該州）

アメリカ
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バリスタ（法廷弁護士）とソリシタ（事務弁護士）の分離養成

バリスタの養成課程（Barrister）

大学法学士取得（３年間）
又は共通資格試験合格等

　　　　バリスター職業訓練コース
　　(Bar Professional Training Course＝BPTC）
　　　・ロースクール，大学で開講
　　　・フルタイムの場合１年間
　　　・実務教育

　　　　　　　実務研修（Pupillage）
　　　・ バリスタ事務所で研修
　　　・ １年間

バリスタ資格取得
※ ３年間は個人開業不可

ソリシタの養成課程（Solicitor）

大学法学士取得（３年間）
又は共通資格試験合格等

　　　　　　法律実務コース(Legal Practice Course＝LPC）
　　　　　・ ロースクール，大学で開講
　　　　　・ フルタイムの場合１年間
　　　　　・ 実務教育

　　　　　　　　　　　実務研修（Training Contract）
　　　　　・ ソリシタ事務所で研修
　　　　　・ ２年間

ソリシタ資格取得
※３年間は個人開業不可

法曹学院（Inns of Court)
入会

晩餐会への参加

イギリス（イングランド，ウェールズ）
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大学法学部等（４年）

　　　　　　　　　　国立司法学院入学試験

　　・ 受験回数制限あり（３回）
　　・ 学歴を条件とする入試のほか，公務員を対象とする入試等あり

　　　　　　国立司法学院における研修（２年７か月）

　・ 司法学院における修習及び裁判修習
　・弁護士事務所，企業・自治体，海外等における研修
　・ 弁護士事務所における研修は６か月間

司法官任官

　　　　　　　　　　弁護士研修所入所試験

　　　　・ 受験回数制限あり（３回）
　　　　・ 弁護士研修所は地方ごとに置かれている

　　　　　　　　弁護士研修所における実務研修

　　　　・ 書類作成などの座学のほか，法律事務所等での研修

弁護士職適格証明取得試験

弁護士資格

フランス 司法官と弁護士の分離養成

司法官の養成課程

弁護士の養成課程

大学法学部等（４年）
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※　ただし，２０２０年までは，従来型の法曹養成制度（司法試験→司法研修所）が併行実施
　 されている

韓国

　　　　　　　　　　大学（４年）
　・ 法学専攻者・非法学専攻者が併存

　　　　　　　　　　　　　　法学専門大学院（３年間）

　　　　　　・ 法曹養成のための法学教育
　　　　　　・ 全法学専門大学院の総入学定員は２０００人
　　　　　　・ 設置認可を受けた大学は法学部を廃止
　　　　　　・ 法理論教育，実務基礎教育，法曹倫理教育

　　　　　　　　　　　　　　弁護士資格試験

　　　・ 受験回数制限あり（５年５回）
　　　・法学専門大学院修了者に受験資格
　　　・ ２０１２年実施試験の合格率は予め「定員に対して７５％以上」と決定

法曹資格取得
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